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研究成果の概要（和文）：一部自治体の教員・公務員の採用試験や、一部医大の入試において、倫理的・方法論
的課題が十分吟味されないまま、心理テストMMPIが適性検査で利用されてきた実態と問題点を明らかにした。
MMPI（縮小版のMINI-124を含む）は「テスト・スタンダート」からみて大きな逸脱がみられ、特に性的指向や性
別違和・宗教・家族状況など高度のプライバシーに関わる質問が含まれ人権上問題であること、第5尺度（Mf尺
度、男性性/女性性尺度）の妥当性に大きな問題があることを見いだした。

研究成果の概要（英文）：Psychological assessment MMPI (including MINI-124, its reduced version) is 
used by an aptitude test in a teacher and an official servant. It also used in an entrance 
examination of a medical college. There is no check on ethical and methodological problems. A big 
deviation judged from "test standard, was seen. one big problem is on human rights. MMPI includes 
questions on high privacy, as sexual orientation, gender incongruence, religion, and the family 
background. The second big problem is lack of validity on the 5th scale (the Mf scale, 
masculinity-femininity scale).

研究分野：社会学

キーワード： 適性検査　MMPI　教員採用試験　人権　テスト・スタンダード　LGBT　ジェンダー　MINI-124

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
採用試験や入学試験の適性検査で心理テストMMPI（縮小版のMINI-124を含む）が用いられている実態や、質問項
目の倫理的問題や尺度の方法論的問題をはじめて包括的に明らかにした。性的指向や性別違和・宗教・家族状況
などを尋ね合否判定に用いることはハラスメント・人権問題であり、社会的排除・差別にもつながっている。研
究成果はマスコミや国会等でも大きく取り上げられ、公立学校の教員採用試験や、医大の入試ではMMPIは使われ
なくなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 一部の地方自治体では、教員・公務員・警察官の採用試験の適性検査で、「神を信じるか」「同
性に強く惹かれるか」「女性に生まれたかったか」などの質問が長年なされてきた。同性愛者や
トランスジェンダー（性同一性障害を含む）などの性的マイノリティへの差別、また受験者への
ハラスメントやプライバシー侵害に当たるとして、人権団体が自治体や法務省に対して改善を
求めていた。2012 年には関東地区私立大学教職課程研究連絡協議会(2013-2015)も実態調査に乗
り出した。2012 年 6 月以降、3 度にわたり衆議院法務委員会で、また 2013 年には石川県議会
で、実態把握と改善を求めて議員が質疑を行った。また 2013 年には参議院議員から政府に質問
主意書が提出された。この問題は新聞等でも報道された。しかし心理学や教育学などの研究者に
も、どのような検査が用いられているのか実態は知られておらず、未解明・未解決の状態にあっ
た。 
 
２．研究の目的   
(1) そうした問題を抱える試験はどのようなものであり、どの程度広く用いられ、またなぜ使

われ続けてきたのか、教員採用試験を中心に分析・考察する。上記の項目を含む心理テストの種
類を明らかにした上で、その質問項目を精査し、「料理は好きか？」「花の絵を描きたいか？」な
ど、伝統的性別役割分業に関する質問や、さらに「同性に強く惹かれるか？」「神を信じるか？」
など、性的指向や宗教に関する非常にセンシティブな質問の全体像をも含まれる実態を明らか
にする。(2)その上で、解決が長らく困難であった社会構造的原因を解明する。(3)さらに採用試
験などの適性検査で「ジェンダー・バイアス」を回避するための方策として、ジェンダー的視点
に立った科学知識の共有と、「テスト・スタンダード」を活用したチェック等が必要であること
を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) 文献資料調査：文献資料にもとづき、MMPI の内容（調査項目や男性性-女性性尺度の算出方
法）やバリエーションを掘り下げ、その基本構造と背景を考察する。さらにテスト・スタンダー
ド等の基準から、MMPI に内在するジェンダー・バイアスや課題がどのようなものか、考察する。 
(2) 適性検査に関する調査：教員採用試験を行っている全都道府県と全政令市を対象に、これま
でおこなってきた採用試験適性検査の種類やその変更経過などを、文部科学省の報告書や教員
採用試験予備校による資料も参照しながら、日本における適性検査利用の全体像をとらえる。 
(3) インタビュー調査：(1)(2)の調査をもとに、インタビューで補足調査を行い、変更の背景や
適性検査についての認識を明らかにする。受験者・県教育委員会や法務省人権擁護局等の関係者
心理学研究者・精神科医・検査の改善を求める人権団体のスタッフなどへのインタビュー調査に
よって明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)  調査の結果、そうした質問を含む検査は心理テスト MMPI とその縮小版である MINI,MINI-
124 であった。2012 年に公立学校教員採用試験を実施した全国の 47 都道府県 20 政令市の中で、
（大都市圏を中心とした 36 県 12 市が適性検査を行わず、面接や模擬授業等で適性を総合評価
している（表 1：岩本 2017）。実施したうち MMPI は縮小版も含め 11 県 2 政令市で用いられ、そ
の大半は関東の周辺部か日本海側であった（表 2：岩本 2017）。教員採用試験での MMPI 利用は
次第に減少し 2017 年までに全自治体で廃止された（ただし、警察官や行政職員についてはなお
一部自治体で残っている）。 
このほか、2018 年まで東京医科大学医学科の入試において適性検査として用いられていたこ

とも明らかとなった。この入試における利用については、当初想定していなかったが、同大学入
試において不正および女性差別が明らかになったことにより、受験生等の情報から記者ととも
に明らかにすることができた。 
(2) MMPI は医療現場での臨床診断(精神鑑定)を目的として 1943 年にアメリカで開発された。採
用試験の適性検査目的での使用については、日米の MMPI 専門家の中ですら目的外使用という見
解がある。アメリカでは性的指向や宗教的信条などの質問を含んだ心理テストを採用試験で用
いることは雇用差別とされる。2005 年には連邦裁判所で MMPI を人事選考で用いるのは不適切と
の判決が出されている。アメリカでは、MMPI には差別的な質問があるとの批判を受けて 1989 年
に大幅に改訂され、日本を除く海外ではこの改訂版（MMPI-2）の各国語翻訳版が広く使われ、旧
版は使用されていない。 
(3) 国際的にテストの適切な理解と使用の必要性が強く認識されるようになり、日本において
も日本テスト学会(2007)が『テスト・スタンダード』を作成し、適切で望ましいテストに必要と
される条件を詳しく整理している。この『テスト・スタンダード』を、MMPI に当てはめて検証し
た。その結果、テスト・スタンダードの６つの大項目のうち５項目（1.開発と頒布、2.実施と採
点、3.結果の利用、4.記録と保管、6.テスト関係者の責任と倫理）にわたり、小項目では 10 項
目以上に上る。このうち運用等の手直しで改善できるものもあるが、存廃を含めて抜本的見直し
が必要な項目も複数存在している。 
(4) 「薬害エイズ事件や福島原発事故では、ごく限られた一部の専門家が、科学技術・知識の限
界とマイナス面への十分な配慮や、海外の先端情報の活用、人権の十分な尊重、.市民にも開か



れた議論を行わないことが根幹の問題として指摘されている。この、MMPI の適性検査利用をめ
ぐる問題は、こうした問題とも共通した背景を持つことが指摘できる。「ジェンダー・バイアス」
を回避するための方策として、ジェンダー的視点に立った科学知識の共有と、「テスト・スタン
ダード」を活用したチェック等が必要であるといえる。 
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大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生にかんするアンケート報告書（単純集計結果）

ダイバーシティ時代の教育の原理:多様性と新たなるつながりの地平へ
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〔産業財産権〕

〔その他〕

６．研究組織

「性的マイノリティの自殺・うつによる社会的損失の試算と非当事者との収入格差に関するサーベイ」 
https://www.jil.go.jp/institute/discussion/2019/19-05.html 
保護者や教師の方たちに役立つ資料 
https://www.rainbowkanazawa.jp/%E8%B3%87%E6%96%99/%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E8%80%85%E3%82%84%E6%95%99%E5%B8%AB%E3%81%AE%E6%96%B9%E3%81%9F%E3%81%A1%E3%8
1%AB%E5%BD%B9%E7%AB%8B%E3%81%A4%E8%B3%87%E6%96%99/ 
セクシュアル・マイノリティ（LGBT）関連お役立ち情報 
https://www.rainbowkanazawa.jp/%E8%B3%87%E6%96%99/
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